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保育所 保育所 小学校 
ガル語でのコミュニケーションがほとんどで，日本語を語り，かつ語られるという環境はほとんど
ないことである。そのため，近い将来帰国という場合ならいざしらず，小学校入学時に日本の学校
に進むのは無理，と親自らが判断してしまうケースが多い。また日本の学校に入学しても，言語レ
ベルその他で適応がきわめてむずかしいことが指摘される（同　34～38）。彼らがなお日本に滞在
しつづけるなら，行き場のない子どもたちが生まれる可能性がある。ブラジル人学校に通わせるし
かない，という判断が親側からなされることがあるが，それは暫定的な解決にすぎないといえる
（11）。
リーマンショックとその後の不況のなかで，この出稼ぎ型就労は危機に見舞われた。前述のよう
に自動車産業の下請けで失業は高率に上り，帰国しなかった家庭でも，ブラジル人学校に子どもを
通わせていたケースでは月３～４万円の授業料が負担できないとして退学させている。その減少分
が日本の学校の在籍数の増加として現れているかというと，そうではない。一家帰国か，さもなけ
れば家に留まっている不就学児が増えているにちがいないのである。
第二の剥奪的な家族の形態は，すでに触れたが，日本人男性とアジア人女性の結婚がしばしば結
果的に生む家族破綻であり，そこから不安定で生計手段を欠く母子世帯が生まれやすい。元夫の側
からは，たいてい子どもの扶養料の責任ある支払いはなされない。結婚生活継続中は妻は専業主婦
であって外で働くという経験をもたないから，離婚（離別）すると，ただちに食べるのにも困って
しまう（高谷，稲葉　2011）。知人宅，あるいは救援団体などに援けを求め，とりあえずシェルタ
ーに身を寄せ，市町村の福祉事務所に相談をして生活保護の申請をすることが行われる。母は，多
くの場合，「上昇婚」の成功を夢見ていたから，母国の家族への送金は欠かせないと考え，帰国と
いう選択はとらない。子どもにとって母が唯一の頼りであるが，生活環境の急変に戸惑い，時に
DVのトラウマが尾を引いたりし，学校へ通うという平常な心の状態にならない。とにかく心の平
静を取り戻すため，再通学は急がず，レクリエーションなどを通じて普通の生活を経験させること
がまず先決であると，神奈川県下の支援団体カラカサンの責任者は語っていた。
こうした世帯では子どもの在留資格や国籍の問題も起こりやすい。わが子を日本で育てる以上，
日本国籍にしたいと思い，それが母親の在留資格取得のうえでも有利なのであるが（12），非法律婚
に留まり，生まれた子に父の認知がなされない場合，子は母親の国籍となる。さらに，出生届けを
出すこと自体がむずかしい場合がある。父親が手続きに非協力的で，日本語力の不十分な母親が届
けに不案内で，期限内（14日）に提出できない時，さらに少なくないケースとして母親が超過滞
在（オーバーステイ）など不正規な状態にあり，その発覚を恐れ，市・町役所にも，自国の在外公
館にも出生届を提出しない場合がそれである。生まれた子どもは無国籍の状態に置かれる。こうし
た子どもたちは，母子健診や予防接種の対象にならず，就学案内も送られず，法務省の在留統計に
載る「無国籍者」（2011年には1,100人）とは別に，もっと無権利な子どもとして成長する（13）。生
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(11) 静岡県や愛知県にある多くのブラジル人学校は，子どもたちの帰国を想定してブラジルの学校のカリキュラム
に従い，ポルトガル語で教育をしていて，日本語の授業は一部で取り込まれているにすぎない。それゆえ日本に
継続的に滞在する子どもたちには適合した教育機関とは言いがたい。
(12) 離婚により在留資格を喪失した場合，日本国籍の子の親権を行使していれば在留特別許可は得やすい。
(13) 超過滞在女性の多かった1990年代からの時期，１万人から２万人の無国籍児が生まれたのではないかという
地主義の国籍法をもつ国ならば，この危険はかなり減じられるのだが。
以上に対し，第三のタイプは，アジア系の多くのニューカマー，インドシナ系などにも共通する
だろうが，家族自身が日本社会と交わりが少なく，学校制度を十分知らず，また，子どもの将来に
現実的とは言いがたい期待を寄せるという特徴がある。親が日本の学校制度や受験システムを理解
していないため，全部自分一人で調べ，受験先，進学先も決めなければならない，と語る生徒がい
る。また，長い日本滞在歴を持ちながら，子どもの通訳なしには外での買い物や手続き書類の記入
もむずかしい親たちがいて，子どもは仕方がないとしながらも，「親の通訳に時間をとられ，十分
自分の時間がもてないことがある」とこぼしていた。
さらに，親の子どもへの期待に，現実からのズレがあったり，子どもの勉学の実際を知らない，
非現実な夢を子どもに押し付けることもある。田房由起子は，日本に定住しているインドシナ系の
少年たちにインタビューし，高校に進むのに，サッカー選手になるという程度のことを考えている
のに，親は医師か弁護士になるように望んでいると語る困惑気なカンボジア系の生徒などの例を紹
介している（田房，2005：165）。これらにうかがわれるのは，親が子どもに有利な文化資本（知
識，制度理解，適応のノウハウなど）を伝え支援するというよりは，親の子ども依存，ないしは親
による不適切な子どもへの期待，要求を示すという，ネガティヴな関係も生まれていることである。
外国人・移民の場合，アカルチュレーション格差（A.ポルテスのいう「不協和的アカルチュレー
ション」）というべきか，家族が第二世代にとって桎梏あるいは負担になることもあるという場合
である。
５　学校教育からの排除
図６は，学校基本調査から日本の学校の外国人在籍者の数の変化をたどったものである。韓国・
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支援者ボランティアからの指摘がある（陳，2010：68）。
図６　日本の小，中，高等学校の外国人の在籍数の推移 
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朝鮮人の場合少子化と帰化が数字を押し下げていることを考慮すると，明らかなことは，日本人に
は準義務化されているといわれる高等学校の在籍数はニューカマーでも右肩上がりになっているこ
と，にも拘わらず中学の水準には遠く及ばないことである。
教育の問題に目を向けたい。
たとえば生活保護受給世帯では世帯主自身が高校中退以下が７割，受給世帯では子どもの高校進
学率も５割程度ではないかという推計の試みがある。一般に低所得世帯における低学歴の再生産は
欧米でも指摘されてきた現象である。それに加えて，外国人の子どもたちの場合，次の四つの阻害
要因が働きやすい。1）就学義務の不適用ゆえの，就学への働きかけ・配慮の欠如，2）日本語の
習得というカベ，暗黙の諸々の規則を含む学校文化への不慣れ，3）保護者の教育制度への理解の
不足，学習支援のなさ，4）子どもに精神的サポートを与えてくれる統合的・安定的家族生活がし
ばしば欠けていること。
不就学者の存在については色々と知られていないことが多いが，それには上の４つの要件のすべ
てがかかわっていて，かつ，就学義務がないことを理由に，「希望する者のみ」に対応するという
教育委員会，学校のスタンスが，その放置を許しているといえよう（宮島，2011）。
小，中学校については，経済的貧しさが独立要因となることは少ないようだが，それでも前述の
ように「無償のはずなのに，お金がかかる」という根強い意見があり，就学援助に頼る外国人家庭
の率は日本人家庭のそれより有意に高い。
就学援助（学校教育法19条）は「経済的理由によって，就学困難と認められる学齢児童又は学
齢生徒の保護者に対しては，市町村は必要な援助を与えなければならない」というもので，皆就学
を困難にする経済的不平等に修正を加えようとする，教育法のなかでは珍しく社会的な内容をもっ
ている。生存権保障（憲法25条）の考えに立つ制度といえよう。同援助措置の内容をみると，学
用品費，給食費，修学旅行費からPTA会費まで10項目があり，全項目について最高額までの援助
を受ければ，年間で小学生132,000円，中学生約20万円となる。援助が認められるのは，生活保
護における要保護者（生活保護法６条２項による），および準要保護者（左に準じる程度の者で，
市町村教育委員会が認める者）であり，各学校は，申請があれば比較的柔軟に援助の適用を認めて
いるようである。
文字通り教育におけるセーフティネットというべきものだが，制度として曖昧さもある。要保護
者への援助は，国庫が補助するが，準要保護者への援助分については，これを税源移譲した上で，
国庫補助を廃止している（14）。そしてこの制度を周知させる方法はさまざまであり，故意にか否か
一般保護者に伝えていない所もある。外国人保護者の場合，校納費の滞納などから心配した教員が
援助の申請を奨め，援助を受けるようになり，その情報がすみやかに共有されると，「援助を受け
たい」という申し出が広がるようである。この点，日本人保護者は，自分が就学援助を受けている
ことを秘匿するようである。少し古い数字では，東京都板橋区では06年に同制度を利用した児
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(14) その結果として，市町村では独自の基準で援助の金額を決めるところもあり，上乗せする場合もあれば，給食
費を半額補助にとどめたり，運動用具費は補助しないという場合もある（神奈川県下公立学校事務職員のシンポ
ジウムでの報告より）。
童・生徒は全体の36％強だった（池谷，2009：240）。神奈川県の外国人多住自治体では，外国人
および「外国につながる」児童・生徒の５割以上がこれに頼っているのではないかという推定をあ
る教員から聞いた。
しかし中学校までの段階で，実は学校からのドロップアウトを経験する外国人の子どもは少なく
なく，貧困の影がそこに直接，間接に及んでいる例は，筆者の行なってきた聞きとりでも事欠かな
い。出稼ぎ型で働く両親は，何があっても欠勤できないと考え，幼児が熱を出し保育園に行けない
時など中学生の長女に学校を休ませて世話をさせる。そうしたことが何回か重なり，結局彼女は学
校が遠くなり，不登校に陥ってしまった。また，周りの日本人の子どもが塾通いを始め，自分も行
きたいと思ったが，親からは「とてもそんな余裕はない」と一蹴され，高校進学もうまくいくまい
と思い，学校から足が遠のいてしまった，等々。
６　進学にみる選別と自己排除
外国人生徒の高校進学状況について，学校基本調査で12,803人という総在籍者数が与えられて
いる（2011年）。これを同じ年の中学校の外国人総在籍数と突き合わせてみると，前者の後者にた
いする割合は，57パーセント強である。中高ともに３学年であるから，仮に学年に均等に外国人
生徒が在籍しているとすれば，このパーセンテージは高校進学率をあらわすといえよう。しかし，
日本の義務教育学校に在籍する外国人は，該当年齢の外国人の三分の二程度というデータがすでに
あり，中学校での中途退学もかなりあるとすれば，同年齢集団に占める高校生の割合は，明らかに
５割を切ると思われる。
そして高校に進学しても，国際教室のような支援の体制がなくなり，くわえて先述した就学援助
はなくなるから，授業についていけない，学資が続かないという理由での中途退学者は日本人生徒
よりも高い割合で生じる。奨学金を一生懸命探して，給費を受けることのできた生徒は幸運である。
民主党政権の下で高校無償化の政策が進められた時，早くから「私たちにも適用されるのか？」と
いう問い合わせが相次いだのは外国人保護者からだった，とある市の外国人相談担当者は語ってい
た。
ニューカマー外国人の高校進学率をつかむのは困難だが，樋口直人は，公表されている国勢調査
データとは別に，特注によって得たデータ（15）で，2000年国調における16歳，17歳の外国人の国
籍別の通学率を紹介している（樋口，2011b）。それを借用させてもらうと，卒業時点に近い17歳
で高校に在籍している外国人は，中国人で７割を超えるが，フィリピン人で約４割，ブラジル人で
は約３割にとどまっている。
しかしデータは2000年国調と，やや時期的に古いので，より最近の数字を探してみた。国籍別
は分からないが，神奈川県における高校在籍者数と，15－17歳の外国人登録者の推定数（16）を対
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(15) 09年の統計法改正により，国勢調査データについて利用者の個別の依頼により，希望するクロス集計ファイ
ルをCSVファイルで取り寄せることができるようになった。ただし要手数料で，扱いは統計センターとなる（樋
口，2011b：15－16）。
(16) 在留外国人統計では，外国人登録者の年齢別構成は５歳刻みでしか公表されないので，各年の15～19歳の登
比的に示したのが表２である。その在籍率は25～27％の間で推移し，最近数年で30％台に乗るよ
うになっている。韓国・朝鮮籍の高校在籍者数が減っているであろうことを考慮すると，ニューカ
マーの在籍者数の増加はかなりの割合なのかもしれない。同年齢者に占める割合（表中のA／B）
であるが，外国人登録の数が実際に当該の住所にもはや住んでいない者を含んでいるというかねて
の指摘を考慮すると，パーセンテージの誤差は見込まなければならない。
世帯の経済的な苦しさと高校進学の関係は，いくつかの筆者の聞き取りでも語られた。
ブラジル人女子生徒のＰは，休まず授業に出席し，成績は中位，高校進学を希望していて保育士
などの将来を夢見ていたが，中２の終わりに親から「日本の高校は学費が高く，私ら労働者には無
理。これ以上勉強を続けたければブラジルに帰りなさい」と言われてショックを受ける。抵抗のす
べもなく，Pは一挙に目標を失い，学習意欲をしぼませ，失意のうちに帰国していった（愛知県T
市）。今一つの例は，インドシナ系の中２の男子Tの例である。父は50歳過ぎであまり残業ができ
ず，母は病気がちで医療費もかかり，生活が苦しいため，中卒後は働いてほしいというのが親のか
ねての願いだった。だが，Tは進学をしようと心に決めていて，働きながらで夜間高校でもやむを
えないと思っている。地域学習室の指導ボランティアから「高卒にだけはなっておきなさい」と言
われたからだ，と筆者に語っていた（神奈川県H市）。
高校への進学，その修了のいかんは貧困か否かの分かれ道の一つといわれる。これは修了率が９
割を越える日本人では明瞭だが，外国人についても同様で，もし高校に行かない，または進学後に
中退ということになれば，父親と同じ派遣会社に頼みこみ，うまくいけば部品の組立工場などに送
られるかもしれないが，確かではない。いずれにせよ，時給の，不安定なきつい労働の世界であ
る。
次に，高校をなんとか修了するところまで頑張った生徒にも，そこから先の人生を切り開いてい
く上では，日本人生徒にはない戸惑い，躊躇がある。社会関係資本（17）が貧しいために身近にモデ
ルとなる将来進路が浮かばないだけでなく，外国人ゆえに差別されるのではないかという恐れ，憂
うつが先に立ち，積極的に行動できないようである。多くの生徒は在学中に，アルバイト募集に応
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録者数の五分の三をもって高校在学年齢に対応する推定登録者数とした。
(17) ここでは，①自分にとって身近な，社会的広がりのある人間関係，②成長過程を通じて体得してきた社会的適
応のノウハウ（言語能力など），③利用可能な制度についての知識，などから成るものとしてこのタームを使う。
表２　神奈川県における日本の高校の外国人在籍者と16－18歳の外国人登録者数 
Ａ／B
2006年 
2007 
2008 
2009 
2010 
2011
27.2％ 
25.4　 
25.4　 
24.7　 
30.2　 
32.8　 
神奈川県教育局資料と在留外国人統計をもとに算出。 
16－18歳登録者(B)
3,470 
3,581 
3,758 
3,844 
3,715 
3,664
高校在籍者 (Ａ)
944 
908 
956 
948 
1,122 
1,201
じるべく電話をし，「うちはガイジンは雇いません」という冷たい門前払いを経験しているからで
ある。機会の貧困というべきか，機会利用の条件の剥奪というべきか。神奈川県下で外国人生徒の
在籍数が多いある県立高校の教員は，外国人または外国につながる生徒は，多くが就職する以外に
選択肢がないようであるにも拘わらず，「学校の就職指導に乗ってこない」と書いている。学校を
通した一般の求人には応じようとせず，応募を奨めても，「いいです，縁故で就職しますから」と
語るという（笹生，2011：61）。応募して試験を受け，企業の担当者の面接を受け，それをパス
していくには，自信がないという気持ちもあろうが，根底には繰り返し経験してきた差別にまた出
遭うのではないか，という恐れないし嫌気が働いていると思われる。
こうして，卒業しても，どこに勤め，どこで働いているのか本人から報告がなく，学校側も把握
できないような生徒が少なくない，と同県の別の県立高校教員も語っていた。
結びに代えて――貧困の再生産へ
親の経済的な豊かさ・貧しさ，子どもを保護し支援する家族の統合性のいかん，学校教育への参
入と成功の難易という，およそ三つの次元からみて，外国人または外国につながる子どもの剥奪状
況は，重層化しており，かつ，いわば悪循環のループで結ばれている。比較はむずかしいが，欧米
移民社会と比べて，下降移動を予想させるような動きがより強くうかがわれる。形式的な理由の一
つに，一般に日本のニューカマー外国人一世の就労者は学歴が高く，後期中等教育修了以上の者が
多数を占めていて，欧米におけるメキシコ，プエルトリコ，マグレブ，パキスタン，トルコなどの
出身の第一世代移民よりは高いと判断されるからである。けれども，親の学歴が高いからといって
下降移動は問題が少ないというわけでは決してない。
種々の推定がいうように，ニューカマー外国人の高校卒業率が５割に達しないならば，半分の子
どもは学校求人などと無縁で，親以上に不安定な就労の道にしか進めないだろう。正規雇用はまず
望めず，限られた臨時労働（アルバイト），職場が一定しない派遣労働，女子であれば下級サービ
ス労働か水商売といったことになるのではないか。なお，臨時労働（アルバイト）であっても，外
国人雇用届出制度などとの関連で手間，煩わしさを恐れて，一律に「外国人お断り」の対応に出る
事業所はある。これは国籍差別というレイシズムの一形態であって，イギリスの人種関係法，フラ
ンスの反人種民族差別法などでは処罰の対象となるが，日本ではそうした法の整備が行われていな
い。
貧困の再生産は，日本における世代間（親子間）移動でも，大きくみると低収入層から低収入層
へというかたちで示され，子どもの貧困を生む基本メカニズムとされている（阿部，2008：18以
下）。それでも，９割の子どもは高校修了までは漕ぎつけ，その上で就職競争の，または大学進学
競争のアリーナに入ることになる。ところが，外国人または外国につながる子どもたちは，この前
提を容易にクリアーできない上に，上に見たように労働市場には外国人差別というバリアーがある。
かれらに予想される貧困の再生産連鎖をどのように断っていくか。多面的な要因追究と，対応の企
てがなければならない。
（みやじま・たかし　お茶の水女子大学名誉教授）
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